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三井住友建設に入社後、施工管理

及び橋梁設計業務を経験し、現在は

北海道上川郡新得町で新設のPC橋

梁工事に従事しています。本工事は、

道東自動車道の４車線化工事の一環

で供用線に近接した施工となってい

ます。着工時から供用線へ影響を与

えないようにクレーンブームにGPS

を設置し既設構造物との接触を防ぐ

など様々な対策を行い、無事故で施

工を進めています。インフロニアグル

ープに仲間入りし、今後は新しい事

業にも挑戦したいと考えています。

三井住友建設株式会社
北海道支店
ペンケオタソイ川橋作業所　所長

てらかど  なおゆき
寺門　直之

従業員の声

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

トンネル施工におけるDX・自動化技術の実証・展開
土木現場の生産性と安全性の向上

を目的として、トンネル分野における

DXを本格展開しました。福島県発注

の山岳トンネル工事では、「3ブーム自

動装薬専用機」とAIを活用した発破

パターン作成支援システムを連携さ

せた実証施工を行い、危険を伴う装

薬作業において、切羽直下への作業員の立入りゼロを達成しました。

本取り組みは、安全性の向上と熟練技能に依存しない施工プロセスの

実現を両立する先進事例として、全国展開が期待されています。今後

も、DX・自動化技術を自社活用にとどめず、外販や技術支援を通じて同

業他社へ展開し、建設業界の課題解決に貢献していきます。さらに、三

井住友建設と連携し、技術開発を一層推進していきます。

PFAS問題への対応として、当

社が開発した吸着処理システム

「De-POP's ION®」による浄化処

理を拡大しています。2025年9

月には、東京工科大学八王子キ

ャンパスでのPFOSを含む泡消

火剤漏洩事案に迅速に対応し、

早期の環境回復に貢献しました。さらに、2026年2月には沖縄県庁舎

での浄化処理を完了し、再溶出防止を含む総合対策を実現しました。

今後も、自治体や国の環境対策需要に応え、持続可能な社会基盤整

備に貢献していきます。

3ブーム自動装薬専用機 実証施工

東京工科大学でのPFAS浄化処理

PFAS対策への独自技術の展開拡大

橋梁更新で用いられるPCaPC※床版において、材料由来のCO2排出

量を約90％削減できる「ゼロセメント型PCaPC床版」を確立し、環境

認証ラベル（EPD）を取得しました。ポルトランドセメントを使用しな

い「サスティンクリート®」を採用しつつ、早期強度と耐久性を確保して

います。工場製作による品質安定性と急速施工の特長を維持し、橋梁

床版更新の脱炭素化を具体的に推進する技術として、今後の社会イン

フラ更新に貢献します。

土木業界においては、35～45歳が少ない一方で若手が多い人員構成で

あることから、将来の中核を担う若手人材の早期育成が重要な課題となっ

ています。三井住友建設では2017年度より新入社員教育で実技合宿を導

入しており、箱桁橋を５人1組に分かれて製作します。自分たちで施工計画の

立案から、仮設の構造計算、図面の作成、安全・品質・工程・出来形管理、型

枠支保工・足場・鉄筋・型枠の組立、コンクリートの打設、型枠解体までの作

業を行い、約10週間で一つの構造物を造り上げます。実技合宿を通して失

敗を繰り返しながらも仲間と力を合わせて構造物を造り上げた喜び（成功

体験）により、失敗を恐れないチャレンジ精神と折れない心を育成します。

実技合宿実施状況①

老朽橋更新を支えるPCaPC床版による省力化・短期施工
技術の展開

新たな担い手となる若手人材の育成

※プレキャストプレストレストコンクリート

2025年度の主な取り組みと今後の展望

実技合宿実施状況②



インフラ運営事業では、事業計画から運営・維持管理までを一気通貫で担う総合力を

強みに、多様な分野で事業を展開しています。官民連携事業においては、PPP/PFIの推

進を背景に、スタジアム・アリーナや水インフラ事業などの分野で実績を重ねてきました。

再生可能エネルギー事業では、風力発電所の開発からO&M（運営・保守）までを一貫し

て手がけ、エネルギー問題や地域課題の解決に取り組んでいます。

これらの取り組みを通じて、持続可能な社会の実現と地域の発展に貢献していきます。
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インフロニア・ホールディングス株式会社
執行役　インフラ事業セグメント担当

なかにし たかお
中西　隆夫

三森峠風力発電所
日本風力開発による開発を基盤に、前田建設及び前田道路が

参画し、グループの総合力を結集して推進している

官民連携分野及び再生可能エネルギー分野に

おいて、これまで多様な案件に取り組み、着実に実

績を積み重ねてきました。今後は、強化されたグル

ープ各社のエンジニアリング力やネットワークを最

大限に活用し、拡大が見込まれる需要を捉えて事

業のさらなる成長を図ります。また、投資回収のス

ピードと収益性を重視し、バランスの取れたポート

フォリオの構築を目指します。

業績の推移

SWOT分析​
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前田建設グループ 日本風力開発 連結

2027

JWD
官民連携事業
風力発電事業

蓄電池事業
その他

JWD

MK

MK

SMC

●短期的には系統用蓄電池事業に注力
●2030年度に向けて官民連携事業、風力発電事業を拡大

ものづくりの会社を原点としている我々には、事

業を具体的に形にできる、設計、施工等のエンジニ

アリング力とファイナンス力が備わっており、インフ

ラサービス事業のトップランナーとして多くの実績

を重ねてきました。インフラサービスの社会的ニー

ズが急速に高まる中、現在は、投資事業拡大フェー

ズと位置づけ、中長期的な利益の拡大を目指して

います。今までの経験と知識をさらに磨き、リーディ

ングカンパニーとしての地位を高めてまいります。

執行役メッセージ

機会Opportunity​​ 脅威Threat​

法律・制度改変や国・自治体の政策変更
自然災害や気候変動
事業環境の変化（為替変動、物価高騰）
事業に対する地域住民との認識の乖離

インフラ更新・老朽化対策需要
ウォーターPPP等の政府の民間資金活用方針による案件数増加※1

自治体技術者の高齢化・減少に伴う民間活用ニーズの拡大
再生可能エネルギー需要の高まり

強みStrength​ 弱みWeakness

建設事業と比較して投下資本の回収に時間がかかる
国や自治体の施策・予算に左右され、公共依存度が高い構造
地域特性や需要に応じたオペレーション体制構築の難しさ

グループにおけるエンジニアリング力と開発力
豊富な事業実績で培ってきたファイナンス力、ノウハウ
グローバルスタンダードを取り入れたオペレーションエクセレンス
最先端のデジタル技術やセンサー技術、AI技術の活用
開発・運営を通した地域とのつながり

イ ン フ ラ
運 営 事 業

成長分野ポートフォリオ
※1 PPP/PFI推進アクションプラン（令和7年度版）が内閣府より発表されました
https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/action_index_r7.html

EBITDA構成比率

Chapter 4 成長への投資戦略

https://www8.cao.go.jp/pfi/actionplan/action_index_r7.html
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三森峠風力発電所は福島県郡山

市で建設が進められており、風車事

業用地の全域が国有林内に位置す

る難易度の高いプロジェクトです。

日本風力開発がインフロニアグル

ープに加わって以降、前田建設と初

めて連携して手掛ける風力発電所

であり、現場においてもグループ連

携により意思決定が円滑に進んで

いると感じています。

運転開始予定は2029年と工事

期間は長期間にわたりますが、関係

者一丸となって安全最優先で工事

を進めてまいります。

日本風力開発株式会社
陸上プロジェクト部

とりやま  あつし
鳥山　淳史

従業員の声

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

昨今の風力発電所建設は、地域・環境に十分に配慮・適応した設計・工

事が必要とされています。インフロニアグループでは、日本風力開発を中

核とし、グループ内の力を結集し、風力発電事業を推進しています。

2025年度には、福島県にて三森峠風力発電所建設工事を前田建

設の施工により着手しました。本工事には、協力会社として前田道路

も参画しています。急峻な地形であり、かつ、国有保安林内に位置する

ため許認可上開発可能範囲が限られてしまう難易度の高い工事です

が、前田建設の施工能力を活かし、円滑に工事を遂行してまいります。

また、風力発電所の運転開始後には、前田製作所のクレーン技術等

も活用し、安全・安定したO&M体制の構築を目指していきます。

2025年度に小売電気事業登録を完了し、2026年

度から売電事業を開始しました。今後は発電所の

開発・運営に留まらず、その生み出す再生可能エ

ネルギーを需要家へ広く直接お届けできる体制を

構築することで顧客や社会のニーズに柔軟に対応

し、より付加価値の高いサービスを提供していくこ

とで脱炭素社会の実現に貢献してまいります。

岐阜県において系統用蓄電所（約2MW/ 

8MWh）を運転開始しました。電力系統の安

定化や再生可能エネルギーの導入促進に資

する本取り組みを加速させると共に、風力発

電事業との連携も視野に、発電と蓄電を組

み合わせた一体運営モデル構築の基盤の整備を進めます。

風力発電事業

岐阜県各務原高圧蓄電所

卒FIT電力を供給する
銚子小浜風力発電所

2025年度に運営を開始したIGアリーナ及

びMUFGスタジアムではスポーツやエンター

テイメントでグローバル水準の体験価値を提

供しています。また、静岡市アリーナ整備・運

営事業では、当社を含むコンソーシアムが事

業者として選定され、運営開始に向けて準備を進めています。

異業種とも連携することで運営ノウハウの蓄積をし、今後も多様なタ

イプのスタジアム・アリーナ案件の提案力強化につなげていきます。

水の官民連携市場は国の政策を受けて

急速に拡大しています。

当社グループでも、工業用水道及び

下水道のコンセッション事業や包括的民間委託事業に取り組んでいま

す。2025年度には、当社グループにおいて初の水道（上水）事業である豊橋

浄水場コンセッションを代表企業として獲得しました。

新たに当社グループに加わった水ingとも連携し、施設の維持管理や

更新に対してDX化を図り、より高度なアセットマネジメントを通して、持

続可能な水インフラを実現していきます。

2016年から愛知県有料道路運営等事業を運営し、安全・安心でより

快適な道路サービスの提供だけでなく、パーキングエリアの機能や魅力

の向上、地域の活性化にも貢献しています。また、府中市においては、住

民の皆様に寄り添った道路維持管理を行っています。蓄積した技術やノ

ウハウを活かして、今後も安心して利用して頂ける道路を実現するべく

邁進してまいります。

MUFGスタジアム（国立競技場）

豊橋浄水場コンセッション

スタジアム・アリーナ事業

水インフラ事業

道路運営事業

小売電気事業

蓄電池事業

2025年度の主な取り組みと今後の展望

水インフラ事業の紹介 P.28  

©JNSE



国内の道路舗装市場は成熟期を迎えていますが、インフラ老朽化に伴う計画

的な維持・更新の需要は今後も継続します。前田道路は、全国約200拠点の強

固なネットワークと機動力を最大の強みとし、従来の枠を超えた包括管理やイ

ンフラ運営領域へと事業を拡大しています。これからも地域密着の姿勢を貫き、

持続的な成長と社会課題の解決を通じた価値創出に挑戦し続けます。
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インフロニア・ホールディングス株式会社　
執行役　主要事業会社担当(前田道路)
前田道路株式会社　代表取締役会長

いまいずみ やすひこ
今泉　保彦

R6国道17号渋川西BP 
金井地区改良舗装その1工事

群馬県渋川市金井地先

既存事業である建設事業及び製造販売事業の

さらなる深化を進めると共に、三井住建道路をはじ

めとする業界各社との連携をより一層強化し、事業

運営の効率化と市場シェアの拡大を図ります。

また、資源循環に資する破砕事業の拡大や残土

事業の再開に加え、建設事業においても舗装周辺

の事業へ領域拡大等を推進することで、より強固

な収益基盤を確立し、持続的な成長を実現します。

業績の推移

0
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2,000

3,000
（億円） 売上高 売上総利益 売上総利益率

14.2%
14.9%

15.9%

379 407 435

2,679 2,735 2,740

2024年度 2025年度 2026年度（計画）

SWOT分析​

機会Opportunity​​ 脅威Threat​

世界情勢や日米金利差による原材料費の高騰
技術者不足による施工体制の不安定化
環境対応の遅れによる社会的評価の低下

インフラ老朽化に伴う維持管理市場の拡大
道路管理会社による大規模更新事業の拡大
ESG、SDGsへの社会的要請の高まり

強みStrength​ 弱みWeakness

景気変動や公共投資に左右されやすい事業構造
原油価格や為替変動によるコスト変動
技術者の高齢化と人材確保

全国に広がる強固な地域ネットワーク
専属の協力会社制度による高い機動力
業界トップクラスの工事利益率、アスファルト合材販売実績

成長分野ポートフォリオ

前田道路 連結

2024

事業領域の拡大4％4％
製造販売事業

建設事業

2027

舗装セグメントでは、地政学的リスクの高ま

りに伴う大幅な原油価格高騰の影響を受けな

がらも、タイムリーな価格転嫁を実施したこと

で、業績への影響を軽微に留めています。今後

は、舗装事業を核とした、よりシナジー効果の高

まるM&Aを視野に、事業の拡大を図ってまいり

ます。さらに、グループ一体で道路分野のインフ

ラ運営事業にも挑戦することで、他社の追随を

許さない盤石な経営基盤を構築いたします。

執行役メッセージ

舗 装 事 業
Road Civil Engineering

売上総利益比率

Chapter 4 成長への投資戦略
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入社後、機械職として合材工場に

おける製造設備の安定稼働に携わっ

てきました。現在は製品事業本部機

材部に所属し、工場運営に関わる課

題解決に取り組んでいます。道路建

設業界では、土日指定工事や夜間工

事への対応が求められる一方、人手

不足により工場職員の負担が課題と

なっています。こうした問題に対し、

「合材サイロセルフ出荷システム」の

導入を推進し、二次元コードによる

事前予約制のセルフ出荷を可能とし

たことで、顧客ニーズへの柔軟な対

応と働き方改革の両立を実現しまし

た。今後も現場に寄り添った施策を

推進し、工場運営の効率化と負担軽

減に貢献していきます。

前田道路株式会社
本店　製品事業本部　機材部　
機械課　課長代理

せいどう  よしかず
清藤　義一

従業員の声

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

前田道路の社長方針である「完全週休2日」の確実な定着、そして新たな目標である

「土日閉所」への挑戦に向け、夜間や休日に対応する「セルフ出荷システム」を導入しました。

本システムは、前田道路の課題解決と成長を同時に実現する重要な施策です。 

夜間及び休日対応を無人化することで、現場の負担を大幅に削減します。また、24時

間365日、お客様のニーズに合わせた柔軟かつスピーディな合材の供給体制を確立す

ることで、顧客満足度の向上を図ります。さらに有人での対応が困難であった時間帯

の受注を確実に取り込み、収益機会を最大化し販売機会の増加を目指します。将来的

にはフルタイムでの無人対応も視野に入れ、次世代の持続可能な工場運営を目指し

てまいります。

前田道路は、インフラ整備において不可欠な建設発生土（残土）の受入事業へ再進

出しています。過去、廃掃法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）におけるリスクを重

く見て同事業から撤退していましたが、顧客層の拡大と囲い込みを図るため、強固な

管理体制のもとで再び始動することを決定しました。

再進出にあたっては、国土交通省の「ストックヤード運営事業者登録制度」を活用し、

事業の透明性を確保しています。さらに、国土交通省の指針に基づいた受入土質ルール

の制定や、独自の事前書類を用いた異物混入回避フローの新設など、コンプライアンス

を最優先としたリスク対応策を徹底しています。2026年度は全国33工場で安全かつ適

正な受入を開始し持続可能なインフラ整備を足元から支えてまいります。

残土事業への再進出

2025年度は、売上高から利益重視への考え方の転換に

基づき、「受注時利益率の向上」及び「赤字工事の撲滅」に注

力した結果、収益性を大幅に改善いたしました。

2026年度は、利益率の改善を継続しながらも売上高の

拡大に向けた施策を推進します。具体的には監理技術者の

育成等による官庁工事の拡大、互恵関係の強化による民間

受注の拡大を図ります。さらに、インフロニアグループの総

合力を最大限に活かし、「インフラ運営事業」への参画を拡

大し、地域社会への継続的な価値提供を目指します。

2025年度は、カーボンニュートラル社会の実現に向け、

環境に配慮した中温化合材「ecole（エコール）」の展開を強

化しました。

2026年度は中東情勢による原材料価格の高騰など先行

き不透明な市場環境が続きますが、仕入価格の変動を踏ま

えた「適切な価格転嫁」を進め、収益性を確保します。同時

に、全国のディーラーとの緊密な連携を活かした調達によ

り、「安定的な供給」を力強く継続してまいります。

（仮称）ヒロセ関東新工場プロジェクト

建設事業

朝霞合材工場

製造販売事業

モニターで合材
落下位置を確認

二次元コード
を読み込む

準備ランプを
確認

計量開始ボタン
を押す

合材を積み込む 伝票発行ボタン
を押す

発行された伝票
を受け取る

START! FINISH!

セルフ出荷システム 概要

2025年度の主な取り組みと今後の展望

セルフ出荷システムの導入



機械事業を担う前田製作所では、「コマツ」の総販売代理店として建設機械とフォ

ークリフトの販売・レンタル・アフターサービスを行うと共に、クレーンをはじめとす

る自社製品の設計からアフターサービスまで一貫して手掛けています。

また、新製品・新分野への投資や環境配慮型製品の開発を進め、提案型営業の推

進強化により国内外での市場拡大に取り組んでいます。これからも、「未来創造メイ

カー№1」を掲げ、新たな価値の創造を通じて、地域社会の発展に貢献していきます。
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株式会社前田製作所
代表取締役社長

いとう　 まさよし
伊藤　正義

「インフラを支え、人の暮らしや命を守る」を使

命として、強みである機械メンテナンス技術・メカ

トロニクス技術により、重要な社会インフラの整

備を担うことで社会に貢献しています。

近年は事業エリアの拡大やフォークリフト事

業の展開・拡充により事業基盤の強化を推進して

きました。今後は遠隔・自動制御など、コア技術の

高度化により市場ニーズへの対応力を高め、企業

価値向上と持続的な成長を実現してまいります。

社長メッセージ

海外では米州・欧州・アジアにおけるインフラ需要の拡

大を背景に、地域特性に応じた製品・サービス展開を推進

し、販売拡大と事業基盤の強化を図ります。国内では、成

熟市場及び労働力不足を踏まえ、レンタル・サービスの拡

充や遠隔操作・自動化技術の高度化を通じて生産性向上

に貢献します。あわせて、中古循環によるストックビジネス

の強化や、グループ連携のもとインフラ更新・保全分野へ

の機械展開を進め、持続的な成長基盤を確立します。

業績の推移

0
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200

300

400

500

92 98 114

438 421
476

21.0%
23.3% 23.9%

（億円） 売上高 売上総利益 売上総利益率

2024年度 2025年度 2026年度（計画）

100

200

300

400

500

2024 2027

海外

50％50％
海外

35％35％

国内 国内

クレーン販売比率（国内 / 海外）

前田製作所 連結

SWOT分析​

強みStrength​ 弱みWeakness

調達部品の外部依存度が高い
特定の市場や業界に依存
製品のバリエーションが限定的

機会Opportunity​​ 脅威Threat​

原材料費や人件費などのコスト上昇
サプライチェーンに影響を及ぼす外部環境の変化
環境規制や労働法規の厳格化

省力化・自動化製品の需要拡大

脱炭素社会への関心の高まりによりサステナブルな製品の
需要拡大
海外市場や新しい産業分野への進出・展開

製品の設計からアフターサービスまで一気通貫で手掛ける技術力
自社ブランドと大手建機メーカー販売代理店としての信頼

機 械 事 業
Machinery

成長分野ポートフォリオ

MK3053CB
バッテリー搭載ナックルブームクレーン

※背景の製品:自社製品かにクレーン MC305CWMB-5

Chapter 4 成長への投資戦略



グループとの協働及びインフラ関連事業

への取り組みを通じて、老朽化が進む社会イ

ンフラの更新需要を捉え、設計・製作一体化

による案件創出を進めてきました。グループ

協働の具体例として、高速道路リニューアル

工事における半断面施工に対応した「床版

架設機」を前田建設と共同開発しています。

また、電柱建替え時に仮電柱設置を不要と

する、クレーンの「電線押上アタッチメント」

を、北海道電力ネットワーク社と共同開発し

ています。今後は、インフラ分野への対応力

を強化し、グループ内外での受注拡大を図

り、技術力に関する情報発信の強化にも取り組みます。これにより、持続的な

成長分野の確立とさらなる業績拡大を目指します。

エリア別戦略のもと、代理店との連携強化やクレーンの新機種投入による

他社との差別化に加え、大手レンタル会社への直販強化を進めてきました。今

後は、欧州・米州を中心に用途・工法提案による需要創出やクレーン以外の製

品ラインナップ拡充を通じて海外展開を強化すると共に、引き続き大手レンタ

ル会社の新規開拓を推進していきます。加えて、既存アジアエリアの強化及び

新規エリアの開拓にも取り組んでいきます。これらの取り組みにより、地域特

性に応じた戦略的な事業展開を進め、安定的かつ持続的な海外収益基盤の

確立を目指します。
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名古屋支店は2026年4月より三

重県南部地域の事業移管を受け、愛

知県西三河から三重県東紀州まで

を営業エリアとしています。新たに

57名を迎え、総員243名、売上規模

約180億円の支店として、土木業を

はじめ製鉄業、港湾業、採石業、解体

業、林業など幅広い業種のお客様に

対応しています。

中部地区はグループ内の営業情報

交換によるシナジー創出を目的とし

た会議体を設け、結び付きも強くなっ

てきています。建設機械・フォークリフ

トのレンタル・整備・販売、前田製作所

自社商品の開発･拡販について、「チ

ームINFRONEER」で一丸となってお

客様に向かっていきたいと思います。

株式会社前田製作所
建設機械本部　
名古屋支店　支店長

みずたに  まさのり
水谷　仁紀

従業員の声

国内でのエリア拡大による事業基盤の強化

成熟する国内建機需要に対応する事業戦略の一環として、前

田製作所は国内における営業エリアの拡大と機能強化を通じた

事業基盤の強化に取り組みました。

2025年4月には、長野県及び愛知県においてコマツカスタマー

サポートよりフォークリフト事業の移管を受け、営業体制の強化及

び取扱商品分野の拡充を実施しました。これにより、建設機械に加

えフォークリフトの販売・レンタル・サービスの一体提供体制も構築

し、アフターマーケットビジネスによる収益モデルの確立を推進して

います。また、商品ラインナップの拡充に伴い提案領域が広がったこ

とで、多様化・高度化する顧客ニーズへの対応力向上と、顧客接点の

拡大及び継続的な取引機会の創出にもつなげています。

さらに2026年4月には、三重県における建設機械及びフォーク

リフト事業を県内全域へと拡大しました。従来、北中部のみで展開

していた建設機械事業と未展開であったフォークリフト事業を統

合し、総合的な運営体制へ移行しています。これにより、事業拠点

や人員配置の最適化による事業運営の効率化及び中長期的な安

定収益の確保を目指してまいります。

今後は両事業のシナジーを最大化し、市場取引拡大と収益向

上を一層推進していきます。

グループ協働とインフラ関連事業の強化

海外エリア別戦略での市場拡大と持続的成長基盤の構築

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

コマツ商品：油圧ショベル PC138USI-12

プレキャスト床版架設機の開発

電線押上アタッチメントの開発

コマツ商品：フォークリフト

2025年度の主な取り組みと今後の展望



IT・業務基盤を、全体最適の視点から統合するIT-PMIを進めています。

共通IDを軸に認証・情報・ネットワークを段階的に統合し、組織や拠点を超えた、場所を

選ばない協働環境を構築します。これにより人材・データの横断活用を加速し、シナジーの

早期実現につなげます。運用面でも、標準業務プロセスの可視化とIT運用統合で効率化と

コスト最適化を進めています。

こうした基盤整備は、それ自体が目的ではなく、M&Aによる成長のスピードにITが追随

できる状態をつくるためのものです。

共通デジタル基盤の一部として、グループ横断のAI・データ活用基盤整備を進めています。そ

の中核となるのが、グループ横断でのデータ活用を可能にする新たなデータ基盤の構築です。

事業会社ごとのワークスペースで「共有」と「自律」を両立するプラットフォームとして整備す

ると共に、データの所在や意味を分かりやすく整理し、AIが必要な情報を適切に活用できる環

境を備えた、拡張性の高い基盤を目指します。

あわせてグループ共通の生成AIガイドラインを策定・展開し、半期ごとに見直して最新サー

ビスや教育計画へ反映。共通で定める事項と各社が判断する事項を切り分け、柔軟なガ

バナンス体制を実現します。

成長を加速させるドライバー〈IT・DX戦略〉
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インフロニアグループのIT・DX戦略

場所と組織を超えて協働できるグループへ 共通デジタル基盤への挑戦

インフロニアのビジネスモデルを支えるAI・データ活用

ACCENTURE INFRONEER

ISI 前田建設 前田道路 前田
製作所

日本風力
開発

三井住友
建設

水
ing

アクセンチュアとの
合弁会社

インフロニア
ストラテジーアンド
イノベーション

　インフロニアグループでは、IT・DXを、各事業会社の既存ビジネスの成長を支えると共

に、ガバナンスの高度化とシナジーの早期実現を後押しし、グループ全体の持続的成長を

支える基盤と位置づけています。

　アクセンチュアとの合弁会社インフロニアストラテジーアンドイノベーション（ISI）を戦

略・実行機能の中核に据え、「全体最適」領域はホールディングスが標準化・投資管理を

担い、「個社最適」領域では各事業会社が現場発の価値創出を加速します。

認証基盤 ワークプレイス アプリ 共通基盤

認証・認可基盤 セキュリティ・運用基盤など業務アプリ SaaSオフィスツールクラウドストレージ

グループ会社

INTERNET

オフィス 作業現場 リモート勤務 パートナー企業

INFRONEER
前田建設 前田道路 前田製作所

日本風力開発 三井住友建設 水ing

Chapter 4 成長への投資戦略
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事業会社のAI活用による高度化事例

　社会インフラの維持管理において、点検記録や図面、見積書

などの重要な情報はいまだ紙で保管されているケースも多く、

資産台帳と十分に紐づいていないため、情報整理に膨大な時

間と人手を要してきました。こうした非効率は、適切な修繕判

断や計画的な投資を妨げ、インフラの安全性や持続性を損なう

要因にもなり得ます。

　前田建設では、OCRと生成AIを活用し、紙資料をデータ化・

構造化したうえで、仕様書・図面・点検修繕記録・発注情報を資

産台帳と自動で結び付ける技術を開発しました。資産ごとの状

態を一元的に把握でき、長寿命化計画や中長期修繕計画の精

度向上に寄与します。

　豊橋浄水場コンセッションでは、資産台帳の整備工数を約40％削

減すると共に、不具合発生時に必要な図面や過去履歴へ即座にたどり

着ける環境を実現しました。今後は自治体への展開も進め、人手不足

が進む中でも、持続可能なインフラ管理の実現に貢献していきます。

　三井住友建設では、社会インフラの安全性向上と維持管理業

務の高度化を目的として、AI画像解析技術を活用した樹木管理

支援システム「tree AI®（ツリーアイ）」を開発しています。

　tree AI®は、樹木の外観画像から倒木・落枝リスクをAIで判定

し、結果をデジタル管理台帳に自動登録することで、専門家に依

存していた点検業務の効率化と判断品質の均一化を図ります。

　2025年から自治体等と連携した実証実験を開始し、街路樹や

公園樹木を対象に、樹木維持管理の効率化とリスク低減に向け

た検証を実施しています。また、樹木リスクをAIで自動判定する

基本システムの開発は完了しており、実務での活用を見据えた段

階へと進んでいます。2026年には点検の効率化に資するデジタ

ル管理台帳機能の先行販売を開始し、2027年にはAIによるリス

ク評価機能も搭載したシステムの販売を開始する予定です。

　今後も土木・建築分野で培ってきた知見とデジタル技術を融合

させ、持続可能な社会インフラの維持管理と、安全・安心なまちづ

くりへの貢献を目指していきます。

　前田道路では年間5〜6万件の工事案件を受注しており、そ

の数倍にあたる見積書を作成しています。こうした膨大な見積

業務は担当者の経験や知識に依存する場面も多く、業務負荷

の軽減及び生産性向上が課題となっていました。前田道路で

は、これらの課題の解決を目的として、AIを活用した見積支援

システム「見積AI」の構築に取り組んでいます。

　見積AIでは、地域性や営業所ごとの独自性、発注先の条件

等を踏まえ、見積対象工事の基本情報を登録することで、類似

AI検索技術を用いて過去4年間の見積データから類似度の高

い工種を抽出し、その明細情報を自動で生成します。生成結果

を実務で活用しながらAIが学習する仕組みにより抽出精度は

継続的に高まり、属人化の解消、品質の均一化及び業務効率化

を図ります。

　将来的には、複雑な道路工事の積算においても、専門知識の

有無に関わらず、誰もが迅速かつ的確に見積書を作成できる環

境の実現を目指しています。

前田建設 資産台帳AI 三井住友建設 tree AI 前田道路 見積AI

必要な情報をAIで紐づけ、
資産管理と業務をシンプルに、スマートに

OCR＋生成AI＋生成AI

図面・帳票
検索工数削減

アセット
マネジメント
計画精度向上

台帳整備
工数削減

40％

現地で情報入力クラウド(AI)接続 最適な管理計画の立案

撮影 AIが画像解析 リスク判定に対して
専門家診断 見積工事の基本情報

工種ごとの詳細情報の
登録

類似AI検索で過去の
見積データから類似工種の
見積情報を抽出

工種見積情報を
自動作成

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略



成長を加速させるドライバー〈人材戦略〉
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※2 中期経営計画終了時点の目標値：女性社員雇用率 20.0%   女性管理職比率 4.8%　障がい者雇用率  2.8%　女性育児休業取得率 100%　男性育児休業及び育児休暇取得率 75%
※1 上記は2030年度までの運用を想定したものです。人的資本投資の効果発現までに必要な時間を考慮して、現中期経営計画においては先行指標の観点に絞った測定値の開示を段階的に進めます

必要な
組織能力

総合インフラサービス企業としての持続的な成長を促進するた
めにグループ全体で幅広い観点から多様性を確保して、知恵と
アイデアを重ね合わせて挑戦し、共創する人材と組織をつくる

請負と脱請負の好循環で価値創造人材を育てる

エンジニアリング力

地域ビジネス

組織文化

各セグメントにおける技術を進化・深化させて、請負と脱請負の好循環を促進すべく活用する

あらゆる現場で需要創出の機会にアンテナを立て、地域に密着して案件の芽を育てる

グループ経営ビジョン・戦略を咀嚼し、多様な強みを持つ組織・人材が連携して価値創造に挑む

目指す姿

方針・考え方

インフロニアグループでは2030年度の経営ビジョン実現に向けて「多様性の確保・活用」に主眼を置いた人材戦略を推進しています。インフラ事業を取り巻く環境の不確実性や複雑性の高まりのなかで持続的な

成長を実現するためには、既成概念に挑み、超えていく組織能力の涵養が不可欠です。そうした組織能力を高めるため、私たちはグループ経営ビジョンを求心点に置き、 「エンジニアリング力」に磨きをかけ、「地域ビ

ジネス」の芽を育み、多様な人材によってもたらされる多様な考え方を活かして、未来社会を見据えた新たな価値創造に挑戦し続ける「組織文化」を根づかせていくことに注力します。

変化し続ける経営環境下においては、インフロニアが目指す総合インフラサービスビジネスのあり方や既成概念を打破するための課題は可変的なものであると考えられます。そのため私たちは「学

習・進化し続ける人材戦略システム」を念頭に置き、仮説検証により漸進的に目標を設定・更新することを前提とした人的資本マネジメント（下図に示す3つのフェーズにより構成）を行います。「経営戦略

➡人材戦略➡事業現場への働きかけ」という一方向のプロセスではなく、常に双方向に情報をフィードバックし合い、全社視点と各社・各組織の文脈を踏まえて共創的に人材戦略を形づくることを重視

して、一部の先行指標を除いては、将来のKPIの具体的な算出方法や目標値を確定せず、アップデートしながら運用します。

Phase1
事業運営に必要な人材の確保

Phase2
多様な人材が成長・活躍できる職場環境づくり

Phase3
既成概念打破につながる思考・行動の促進

- 多様な考え方を戦略的に確保する - - 多様性を可視化して貢献と学習を促す - - 集合知を生み出し新たな価値を創造する -

各フェーズにおけるKPI※1
認知的多様性指数
異なる思考の枠組みを持つ人材の混在度
従業員の出身分野・セクター・業界等のバックグラウンドの幅をもとに算出

働きがいに関するKPI
自分らしさの発揮・チームへの貢献実感
（具体的な指標は今後検討していきます）

リフレーミングに関するKPI
仮説検証・新たな枠組み創出の実績
（具体的な指標は今後検討していきます）

25-27 中期経営計画
期間中の先行指標※2

表層的ダイバーシティの確保状況
属性・就業上の制約などの視点から見たマイノリティ層の比率※2をもとに算出

マイノリティ受容度
（具体的な指標は今後検討していきます）

未来創造へのエンゲージメント
（具体的な指標は今後検討していきます）

人材戦略での対応指針
直近の活動➡

インフロニアらしい世界観に基づいた多様な人材への魅力訴求 異なる認知スタイルに対する相互尊重・相互理解を促す活動 組織的な知識創造プロセスを実現するトレーニングの提供・
組織への支援❶採用戦略➡ ❷人事制度 ❸人事システム ❹DE&I推進➡ ❺人材育成➡

詳細はWebサイトをご覧ください
https://www.infroneer.com/jp/sustainability/social/human-develop.html

2025年度終了時の実績   P.93  

人材戦略で未来を創る力を高める

「学習・進化する人材戦略システム」として、人的資本マネジメントのサイクルを回す

Chapter 4 成長への投資戦略

https://www.infroneer.com/jp/sustainability/social/human-develop.html


重点施策へのアプローチ

　当社グループでは従業員一人ひとりの主体性を引き出し、変化に対応できる柔軟な組織をつくる

ことを目的に、人的資本経営を中核とした施策を推進しています。その象徴的な取り組みとして、グ

ループの本社機能を担うインフロニアにおいては、2025年度より「マネジメント改革」と位置付けた

新人事制度を導入しました。

　新人事制度では、「ポジション別の期待に基づくジョブグレード制」、「年俸制と自律的な働き方

の実現」、「成果・行動・組織貢献を対象とした評価軸」をコンセプトとしています。これにより、

個人と組織の力を最大限に引き出し、当社グループの成長を加速させることを目指しています。今後

は、評価フィードバックの質を向上させ、さらなる成果志向の醸成に取り組んでいきます。

　当社グループでは、各社の経営戦略・事業戦略の実現に必要な人材の獲得に向け、戦略起点の採用

活動への変革を推進してきました。まず、各社が目指す姿と現状とのギャップを明確化し、グループ各社

の採用担当者による情報共有や議論を通じて、採用活動上の課題とその要因を整理しました。その結

果、重点ターゲットの明確化と、ターゲットに対して各社の魅力を一貫して訴求する採用プロセスの確

立を重点課題として設定しました。これらの課題解決に向け、ペルソナ設計やペルソナごとの採用プロ

セスの策定を進め、求める人材に効果的にアプローチできる採用基盤を構築してきました。

　また、従業員と外部人材とのつながりを活用した採用の体制整備を進めると共に、多様な人材が能

力を最大限発揮できる環境づくりにも注力しています。グループ全社で「健康経営優良法人」「えるぼし」

「くるみん」認定の取得を推進しながら、働きやすい職場環境や企業風土の醸成を進めることで、多様な

人材の獲得と定着を支える基盤を整備してきました。

　今後は、重点ターゲットに対する訴求力の強化に加え、リファラル採用及びアルムナイ採用の拡大を

推進していきます。あわせて、グループ各社が蓄積してきた採用ナレッジや成功事例の共有を促進し、採

用活動全体の高度化と質的向上を目指します。また、複数の事業会社を擁するホールディングス体制の

強みを活かし、事業領域を横断するキャリアの機会があるという魅力を求職者へ効果的に伝えることで、

競合他社との差別化を強化していきます。さらに、ジェンダーギャップ解消に向けた取り組みと連動した女

性採用の強化や、DE&Iの理解浸透と障がい者採用の推進を通じて、多様な価値観と専門性を持つ人材が

活躍する組織づくりを加速し、持続的な企業価値向上につなげていきます。

　当社グループでは、人的資本経営の高度化とグループシナジー創出に向け、人事システム統合を

推進しています。2025年度は要件定義や製品選定を行うと共に、グループ共通の人材データ基盤構

築に向けた方針を策定し、統合人事システムの導入を決定しました。採用・育成・配置・評価などの

人材情報を一元管理することで、データに基づく人材マネジメントの実現を目指しています。2026年

度はタレントマネジメント領域の設計と実装を順次進め、採用・育成の精度向上や最適配置、人事業

務の効率化・標準化を通じ、グループ全社の人事部門の戦略機能強化を目指します。
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重点ターゲット獲得に向けた採用基盤の構築と強化

25年度にリニューアルした 
採用専用ポータルサイト
インフロニアの事業と求める人材像や、
多様な人材の活躍ストーリーの発信に
力を入れています。

インフロニア人事制度を通じた個人と組織の期待成果の最大化❷ 人事制度

グループ人材データ活用を支える人事システム統合への基盤構築❸ 人事システム

❶ 採用戦略

詳細はWebサイトをご覧ください
https://recruit.infroneer.com/

25年度の活動

•	 職務設計とジョブグレードの連動
•	 運用を通じた制度目的・理解の浸透

26年度の活動

•	中計・部門方針と連動した職務設計
•	フィードバックを通じた成果志向の醸成

25年度の活動

•	 各社ターゲット別の採用課題特定
•	 採用担当間の知見交流・相互研鑽

26年度の活動

•	 各社採用プロセスのアップデート
•	「非従来型人材」向け採用戦略策定

25年度の活動

•	 システム要件定義・選定
•	 統合プロセス・活用方針の具体化

26年度の活動

•	 タレントマネジメント領域の詳細設計
•	 先行統合企業分の実装

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

https://recruit.infroneer.com/


　当社グループでは、グループ経営戦略の実行に向け、多様な人材が最大限に活躍できる組織の

実現を重要課題としています。初期状態としては、各事業現場においてDE&Iの目的や必要性が

必ずしも明確には認識されておらず、当事者の声や働きにくさが可視化されていないという課題

が存在していました。

　そのため2024年度に役員に対してDE&Iに関する考え方の浸透を目指したワークショップを

導入したことを皮切りに、2025年度は役員・管理職に対して、目標や現状とのギャップを共有す

ると共に、アンコンシャスバイアスやマイノリティの制約理解を促すプログラムを提供しました。

一般社員には、異文化理解や多様な価値観への受容力を高めるリテラシーを涵養するプログラ

ムを展開しました。その結果、当社グループにおいてDE&I推進が経営戦略上不可欠であるという

認識は一定程度浸透し、特に役員層においては「人材確保の前提として、多様な人材が力を発揮

しやすい組織の整備が必要である」という共通理解が形成されました。

　2026年度は、さらに多くの管理職・一般社員に対して学習機会を拡大すると共に、インクルー

シブな職場環境の実現に向けた取り組みを本格化させていきます。モデル職場を設定し、人事部

門が踏み込んだ伴走支援を提供しながら職

場固有の課題解決に取り組むと共に、業務

構造や働き方の見直しをテーマとしたプロ

ジェクト型の学習プログラムを立ち上げま

す。これらの活動を通じて、マイノリティが直

面する障壁を特定し対応のレベルを引き上

げて、多様な人材が安心して力を発揮できる

土台を構築します。
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相互尊重・相互理解に向けた職場マネジメント変容へのリテラシー向上 未来創造の核となる「グループ経営視点」と「複雑な課題への対応能力」の涵養❹ DE&I 推進 ❺ 人材育成

25年度の活動

•	 ダイバーシティ目標達成への課題整理
•	 DE&I基本概念の学習機会設定

26年度の活動

•	 ギャップ解消への活動着手
•	 職場マネジメント上の課題解決支援

25年度の活動

•	 グループ共通教育開始 （400名）
•	 グループ他社の相互理解を重視

26年度の活動

•	 参加枠の拡大 （800名）
•	 グループ戦略理解・反復実践を重視

役員対象DE&Iワークショップ
目標状態に対する課題・解決指針の検討

Chapter 4 成長への投資戦略

　人材育成領域では、多様な人材が成長・活躍

できる環境づくりに向け、CSV思考を核としたグ

ループ横断の交流・協働機会の創出を推進して

います。2025年度よりグループ共通教育を開始

し、グループ各社の若手・中堅・管理職の約400

名が参加しました。集合研修と職場実践を往復

することで、課題形成力や仮説検証力の向上、既

成概念に挑む行動力の醸成を図りました。その

成果として、グループ方針への共感と共に事業

会社間の相互理解が促進されました。その一方

で、総合インフラサービスビジネス実現に向け

た課題形成や実務への落とし込みには苦慮する

ケースも確認されました。

　初年度の成果と課題を踏まえて、2026年度は

グループ人員規模の拡大に伴って約800名へ拡

大すると共に、グループ経営戦略の咀嚼と従来

の思考の枠組みの相対化を促す内容へ高度化します。具体的には、経営環境や上位方針の理解

を基盤に、社会的観点や顧客起点からの課題形成力や中長期志向の構想力、ルールチェンジ発

想につながるような反復的訓練を重視したプログラム構成へと更新します。職場での指導・支援

スキルを高めるための上司セッションも新設し、OJT・Off-JTを通じて、従来の視野・思考様式を

乗り越えながら自律的に価値創造へ挑戦できる人材の育成を進めます。

トレーニングを通じてねらう効果
部長層にはグループの将来を見通して戦略・方針を掲げる力、課長

層には戦略具現化と組織展開の力、係長層には企画・起案して組織

に働きかける力の習得を図るプログラムを実施しています。

概念化・意思決定能力

ワークアウトⅠ（部長）「ビジョン構想・戦略デザイン」　

ワークアウトⅣ（係長）「対話で拓く価値共創」

ワークアウトⅢ（課長・係長）「組織・人材づくり」

自らの意志・世界観の涵養

アイデア創発・仮説検証

組織活動への展開

協働関係構築・人材育成

組織活用・対人関係能力

多様な視点の受容

俯瞰的な課題形成 戦略策定・組織化

人・組織のエンパワメント

ワークアウトⅡ（課長）「自部門戦略策定」



2025年度に三井住友建設が加わり、海外ネットワークは大きく広がりました。

海外戦略

7回目となる出展では、かにクレーンの新機種「MK3053C」のバ
ッテリー仕様を含む、米国市場向け仕様のクレーンを出展しまし
た。会期中は世界128か国から約14万人が来場し、実機デモンス
トレーションを通じて製品の特長や性能を直接説明した結果、出
展機5台を完売・新規販売店候補を獲得することができました。

北米最大級の建設機械展Conexpo 2026 への出展

展示会の様子
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グローバル人材の育成を目的とした「HDC※1グローバル研修」
や、実務的な「HDCローカル研修」などの多様な研修を実施してい
ます。また、現地社員の管理職人材をMM※2、その支援役をOM※3

として認定・登用することで、海外事業における人材育成、各拠点
の自立とネットワークの強化に取り組んでいます。

グローバル人材の育成と登用　　

インフロニアグループ海外拠点

戦略方向性

強みStrength​ 弱みWeakness

個社単体では人材・ノウハウが不足しているグローバルネットワークを支える海外拠点と多様な人材
グループ各社の専門性を活かした総合力

機会Opportunity​​ 脅威Threat​

為替変動による収益の不確実性、カントリーリスク 
（政情不安・法制度変更・契約リスク）
現地企業との価格競争激化

新興国・資源国を中心としたインフラ需要の拡大

海外拠点 33

ホールディングス体制を最大限に活用し、海外ネットワークや人材の相互活用、
営業情報の共有を推進することで、各社の強みを生かしながらリスクを抑制し、
市場拡大を図ります。

イントロダクション トップメッセージ 価値創造ストーリー 価値創造の基盤強化 データセクション成長への投資戦略

※1 Human development center  ※2 マネジメントメンバー：所属拠点のトップ人材としてローカライゼーションを牽引する
※3 オペレーティングメンバー:管理職をサポートする相当の知識と能力を有する

※グループ各社数値合算（日本基準）

2025年度の主な取り組み

ケソン市に位置するマニラ首都圏地下鉄事業
CP103工区のキャンプアギナルド駅

ハワイ銀行西大洋州本社

グローバル教育

マニラ国際空港と首都圏北部を結ぶフィリピン初の首都圏地
下鉄整備事業(全長約27㎞、15駅)の103工区を施工中です。同
工区は2つの地下駅舎と延長6.1㎞のトンネル路線で4機のシー
ルド機が同時に稼働しています。同事業は深刻な交通渋滞の解
消、大気汚染や騒音等の健康被害の低減、経済損失の緩和を目
的にJICAの支援により進められています。

ODAによるフィリピンで初めてのマニラ首都圏地下鉄
整備事業

1961年より地域経済を支えているハワイ銀行の西大洋州本社
建設工事で、グアム島での40年以上の実績、信頼性が評価され、
受注につながりました。想定外の地盤状況による工事の中断と第
三国からの資材調達等の課題を克服し、発注者要求通りの工期内
に無事故で完成しました。

地域経済を支えるハワイ銀行西大洋州本社の建設

三井住友建設

前田製作所

 

海外拠点 30
売上高 864億円

2025年度実績

関連：Samsung C&T社とMOUを締結
https://www.infroneer.com/jp/news-article/2026/07/01/1243.html

https://www.infroneer.com/jp/news-article/2026/07/01/1243.html

